
 

 

 

今後の在宅勤務はどうする？ 
◆29.1％の企業で約１割の従業員が在宅勤務を実施 

東京商工リサーチが行った調査によると、2022 年６月時
点で「在宅勤務を実施している」と回答した企業は 29.1％だ
そうです。2021 年 10 月に行った同じ質問に対する回答結果
からは約８％低下しています。 

今回の内訳を見ると、大企業の約 57％に対して中小企業
では約 24％と差が大きくなっています。実施企業では、約
１割の従業員が実施している企業が、大企業・中小企業とも
最多となっています。 
◆在宅勤務を取りやめた企業が約 27％ 

中小企業で特徴的なのは「新型コロナ以降、一度も実施し
ていない」で、約 48％となっています（大企業では約 16％）。 

また、「実施したが取りやめた」とする企業は、企業規模
にかかわらず約 27％でした。この調査結果では、その細か
い理由までは掲載されていませんが、在宅勤務に対する評価
方法が難しいことなどが理由のようです。 
◆DX を止めない 

コロナ禍により、業務のやり方を変えなくてはならなくな
ったことで、強制的にＤＸ化が進んだ一面もあるでしょう。
新型コロナは、ある意味で、政府による働き方改革の取組み
より、働く人の意識を変える効果があったかもしれません。
新型コロナによる企業活動への影響はすでに収束したとい
う企業も一定程度あり、企業の人手不足感が現れてきていま
す。コロナ禍の期間で行った業務改善や得られた知恵は継続
していくほうが、労働環境の改善につながり、結果として人
材確保などに有利に働くと考えられます。 
一方、在宅勤務を行って問題点が出てきたにもかかわらずそ
れを放置するのも良くありません。元に戻すにしても続ける
にしても、その効果と課題についてしっかりと検証を行いま
しょう。「なんとなく」というのは避けたいものです。 
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【東京商工リサーチ「第 22 回 新型コロナウイルスに関するア
ンケート調査」】 
https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20220622_01.html 
 

新型コロナに係る傷病手当金の支給に関するＱ＆
Ａが改訂されています 

 「新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金の支給に関
するＱ＆Ａ」が改訂され、新たに７つのＱが追加されました。
例えば、次のようなものです。 

〇被保険者が、業務災害以外の事由で罹患した新型コロナウ
イルス感染症の罹患後症状（いわゆる後遺症）の療養のた
め、労務に服することができない場合、傷病手当金は支給
されるのか。 

⇒傷病手当金の支給対象となりうる。 

〇被保険者の検査は実施していないが、同居家族が濃厚接触
者となり有症状になった場合等において、医師の判断によ
り当該被保険者が新型コロナウイルス感染症に感染してい
ると診断されたため、当該被保険者が労務に服することが
できない場合、傷病手当金は支給されるのか。 

 ⇒傷病手当金の支給対象となりうる。 

 ほかにも、 

〇傷病手当金の支給申請にあたり、保健所等が発行する「宿
泊・自宅療養証明書」の添付は必要か 

〇傷病手当金の支給申請関係書類として「宿泊・自宅療養証
明書」が提出された場合に、これを医師の意見書として取
り扱ってよいか 

〇被保険者が、新型コロナウイルスの治癒後にも、事業主か
ら感染拡大防止を目的として自宅待機を命じられたため労
務に服することができない場合、当該期間について、傷病
手当金は支給されるのか 

〇事業主から自宅待機を命じられていた期間中に新型
コロナウイルス感染症に感染した場合、傷病手当金
の待期期間の始期はいつか 

〇海外で新型コロナウイルス感染症に感染し、医師
の意見書を添付できない場合は、何をもって労務
不能な期間を判断すればよいか 

といった事項について回答が示されています。 

それぞれの内容が細かくて難しい点もあるので、従
業員から相談があった際には弊所までご相談くださ
い。 

【厚生労働省「新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当
金の支給に関するＱ＆Ａ」 の改訂について】 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T220705S00

10.pdf 

 

8 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

10 日 
○ 源泉徴収税額・住⺠税特別徴収税額の納付［郵

便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降
に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

31 日 
○ 個人事業税の納付＜第１期分＞［郵便局または

銀行］ 
○ 個人の道府県⺠税・市町村⺠税の納付＜第２期

分＞［郵便局または銀行］ 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報

告書の提出 
［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者で
ない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 
［公共職業安定所］ 


